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改訂にあたって

　本書は、令和２年12月に法令出版株式会社の「相続税質疑応答集」の姉妹

版として出版されました。初版は、一般読者の皆様をはじめ、税務に携わっ

ておられる多くの皆様に利用していただき、心より感謝申し上げます。

　これまで、本書の内容について様々なご意見や、改訂版の発行についての

お問い合わせをいただき、これらの声に応えるべく検討して参りました。

　相続税や贈与税の課税財産の中に占める土地と株式の割合は、非常に高い

のが現状です。この土地と株式を正確に評価することができなければ、相続

税や贈与税の申告書を作成することができないともいえます。

　相続税や贈与税の課税価格の計算の基となる各種財産の価額は、相続税法

や財産評価基本通達にその評価方法が定められています。しかし、この各種

財産の評価方法については、専門的知識や評価技術を必要とし、また、取扱

いが示されていない点も少なくないことから、納税者の皆様や税務に携わる

方々から様々なご質問が寄せられています。

　改訂版では、こうしたご質問やご要望を踏まえて、土地や株式の評価に当

たり頭を悩ますことの多い事項について、新問を設け基本的で重要な点を分

かりやすく解説しました。

　更に、近い将来において公表されることとなるマンションの評価について

も、現時点で判明している内容を解説いたしました。

　改訂版は初版と同様に、第１部「土地の評価」は宮原弘之が、第２部「株

式の評価」は梶野研二がそれぞれ担当しました。



　解説につきましては、少しでも読者の皆様にご理解いただけるように、で

きる限り平易な表現で解説いたしました。また、結論に至る根拠条文や裁判

例・裁決例などにつきましても、できる限り掲載することといたしました。

　本書が、広く一般の納税者の皆様はもとより、税務に携わっている皆様に

お役に立てれば幸いと存じます。

　なお、文中意見にわたる部分は、個人的見解であることを念のため申し添

えます。

　最後に、本書刊行の機会を与えていただいた法令出版株式会社の鎌田順雄

氏をはじめ、刊行に当たりご協力をいただいた諸氏に心から感謝申し上げま

す。

　令和５年10月

宮原 弘之
梶野 研二

初版はしがき

　相続税や贈与税は、所得税や消費税と異なり、一生のうちに何度も経験す

ることがなく、多くの方は大変興味はあるが、とてもなじみが薄い税ではな

いでしょうか。更に、この相続税と贈与税は、課税対象となる財産の多くが、

土地や借地権等の土地の上に存する権利と株式等の有価証券で占められてい

ます。これらの財産の評価方法は近寄りがたく、かつ、難しく、そのことが

相続税や贈与税の理解を余計に難しくしているのではないでしょうか。

　相続税や贈与税の課税価格の計算の基礎となる各種の財産の価額について

は、相続税法や財産評価基本通達において、その評価方法が定められています。

　しかし、各種財産の評価方法は、専門的な知識や評価技術が必要であるこ

とが多く、納税者の皆様や税務に携わっている皆様から、様々なご質問が寄

せられています。

　本書は、法令出版の「相続税質疑応答集」の姉妹版として、こうしたご質

問やご要望に少しでも応えられるように、評価する機会が圧倒的に多い土地

の評価と株式の評価について、第１部「土地の評価」は宮原弘之、第２部

「株式の評価」は梶野研二がそれぞれ担当しました。

　また、解説につきましても、少しでも皆様にご理解していただけるように、

できる限り平易な表現で解説いたしました。更に、結論に至る根拠部分につ

きましでも、できる限り根拠となる部分を記載いたしました。

　本書が、広く一般の納税者の皆様はもとより、税務に携わっている皆様の

お役に少しでも立てれば幸いと存じます。

　なお、文中意見にわたる部分は、個人的見解であることを念のため申し添

えます。
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２　土地の地目の判定①

Question

　土地の地目はどのように判定すればよいのですか。具体的に次の事例
で教えてください。なお、登記簿の地目は両事例ともに農地（田又は
畑）です。
⑴　数年前から耕作しないで放置している土地
⑵�　農地法の許可を得ていないが、アパートの敷地として利用している
土地

Answer

　土地の地目は全て課税時期の現況によって判定します。地目の区分は、不
動産登記事務取扱手続準則第68条及び第69条に準じて判定することになりま
す。
　ご質問⑴の場合ですが、耕作しようとすればいつでもできる状況であれば
畑（農地）となりますが、長期間放置されていたため容易に農地に復元し得
ないような状況にある場合には、原野又は雑種地と判定することになりま
す。ご質問の内容から、容易に農地に復元できると考えられますので、畑の
判定となります。
　ご質問⑵の場合は、既にアパートの敷地のように使用されていますので、
宅地と判定することになります。

解　説

　不動産登記事務取扱手続準則に定める地目の定め方の概要は、次のとおり
です。
①　宅地　建物の敷地及びその維持若しくは効用を果たすために必要な土地
②　田　農耕地で用水を利用して耕作する土地
③　畑　農耕地で用水を利用しないで耕作する土地

１　共有地の評価

第１章　共通事項

　評価しようとする土地が共有となっている場合には、その共有土地全体の
価額に共有持分の割合を乗じて、各人の持分の価額を算出します。
　例えば、共有地全体の価額が１億円とすると、甲が４分の３、乙が４分の
１の割合で共有している場合には、甲の持分の価額は7,500万円（１億円×
3/4）、乙の持分の価額は2,500万円（１億円×1/4）となります。

Question

　共有地の各共有者の持分の価額は、どのように評価するのでしょうか。

Answer

参考法令等

財産評価基本通達
２�（共有財産）　共有財産の持分の価額は、その財産の価額をその共有者の
持分に応じてあん分した価額によって評価する。
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　⑵　田
　⑶　畑
　⑷　山林
　⑸　原野
　⑹　牧場
　⑺　池沼
　⑻　削除
　⑼　鉱泉地
　⑽　雑種地
　注�　地目の判定は、不動産登記事務取扱手続準則（平成17年２月25日付民

二第456号法務省民事局長通達）第68条及び第69条に準じて行う。ただ
し、「⑷山林」には、同準則第68条の「⒇保安林」を含み、また「⑽雑
種地」には、同準則第68条の「⑿墓地」から「㉓雑種地」まで（「⒇保
安林」を除く。）に掲げるものを含む。

④　山林　耕作の方法によらないで竹木の生育する土地
⑤　原野　耕作の方法によらないで雑草、かん木類の生育する土地
⑥　牧場　家畜を放牧する土地
⑦　池沼　かんがい用水でない水の貯溜池
⑧　鉱泉地　鉱泉（温泉を含みます。）の湧出口及びその維持に必要な土地
⑨　雑種地　以上のいずれにも該当しない土地
　注�　駐車場（宅地に該当するものを除きます。）、ゴルフ場、遊園地、運動

場、鉄軌道等の用地は雑種地となります。

参考法令等

財産評価基本通達
７�（土地の評価上の区分）　土地の価額は、次に掲げる地目の別に評価する。
ただし、一体として利用されている一団の土地が２以上の地目からなる場
合には、その一団の土地は、そのうちの主たる地目からなるものとして、
その一団の土地ごとに評価するものとする。
　�　なお、市街化調整区域（都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条
《区域区分》第３項に規定する「市街化調整区域」をいう。以下同じ。）以
外の都市計画区域（同法第４条《定義》第２項に規定する「都市計画区
域」をいう。以下同じ。）で市街地的形態を形成する地域において、40《市
街地農地の評価》の本文の定めにより評価する市街地農地（40－３《生産
緑地の評価》に定める生産緑地を除く。）、49《市街地山林の評価》の本文
の定めにより評価する市街地山林、58－３《市街地原野の評価》の本文の
定めにより評価する市街地原野又は82《雑種地の評価》の本文の定めによ
り評価する宅地と状況が類似する雑種地のいずれか２以上の地目の土地が
隣接しており、その形状、地積の大小、位置等からみてこれらを一団とし
て評価することが合理的と認められる場合には、その一団の土地ごとに評
価するものとする。
　地目は、課税時期の現況によって判定する。
　⑴　宅地


